
   

治療と仕事の両立支援指針作成検討会 開催要綱 

 

 

１ 目的 

高齢者の就労の増加等を背景に、病気を治療しながら仕事をする労働者が年々増加

し、病気になっても働き続けることのできる環境を整備することの重要性が高まって

いる。 

職場における治療と仕事の両立支援については、平成 28 年２月にガイドラインを

公表し、事業主の取組を推進してきたところ。令和７年６月に公布された労働施策総

合推進法の改正法（施行日は令和８年４月１日）により、事業主に対して、治療と仕

事の両立支援のための必要な措置を講じる努力義務を課すとともに、当該措置の適切

・有効な実施を図るため必要な指針（以下、「治療と仕事の両立支援指針」とい

う。）を定めることとされた。 

このため、有識者からなる検討会を開催し、治療と仕事の両立支援指針の内容につ

いて検討を行うこととする。 

 

２ 検討内容 

（１）治療と仕事の両立支援指針の作成 

（２）その他関連する事項について 

 

３ 構成 

（１）本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の構成員の参集を求

めて開催する。 

（２）本検討会には座長を置き、議事を整理する。 

（３）座長は、座長代理を指名することができる。 

（４）本検討会には、必要に応じて別紙に掲げる構成員以外の関係者の出席を求める

ことができる。 

 

４ 検討会の運営 

（１）本検討会、会議資料及び議事録については、原則として公開するものとする。

ただし、個別事案を取り扱う場合においては、個人・法人情報の保護の観点等か

ら、公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利益を及ぼすおそ

れがある場合等において、座長が非公開が妥当であると判断したときは、非公開

で実施することができるものとする。なお、非公開とする場合には、その理由を

明示するとともに、議事要旨を公開する。  

（２）本検討会の庶務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課において行

う。  

（３）この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関し必要な事項は、会議にお

いて定める。  
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